


 

 

環境白書の発刊に当たって 

 

私たちのふるさと秋田県は、世界遺産の白神山地をはじめ、豊かな水と緑に恵ま

れており、その恩恵の下に様々な歴史・文化・伝統などが育まれてきました。私た

ちは、これらのすばらしい環境を守り、県民の貴重な財産として、将来の世代に引

き継いでいかなければなりません。 

しかしながら、このような恵まれた環境も、地球温暖化をはじめとする地球規模

の環境問題の影響を受けているほか、ごみの排出量の増加や八郎湖の水質悪化な

ど、解決すべき課題に直面しています。 

とりわけ、地球温暖化は、将来の世代の生存基盤にかかわるものであり、現代に

生きる私たちに課せられた最も大きな課題となっています。県では、平成 19 年３

月に「秋田県地球温暖化対策地域推進計画」を改訂し、家庭や事業所における省エ

ネルギー対策の推進や建築物の断熱性能の向上など、重点的に推進する 10 の重点

分野を定め、県民総参加により温暖化対策を加速化させることとしています。 

また、大量消費・大量廃棄型の社会から環境負荷の少ない持続可能な循環型社会

に転換していくため、平成 19 年３月に「秋田県循環型社会形成推進基本計画」を

策定し、循環型社会の形成に向けて、３Ｒの推進やライフスタイルの転換、バイオ

マスの利活用の推進、さらには循環型社会ビジネスの振興の４項目を施策の柱とし

ながら、県民総参加により取り組んでいくこととしています。 

水質が悪化しつつある八郎湖については、平成 19 年度中に湖沼水質保全特別措

置法に基づく指定湖沼とし、湖沼水質保全計画を策定して、総合的な対策を進め

ることとしています。 

これらの環境問題を解決していくためには、行政のみならず、県民・事業者の

方々の皆様一人ひとりの主体的な取組が不可欠であります。 

この環境白書は、平成 18 年度における本県の環境の現状と施策についてとりま

とめたものです。本書を通じて多くの県民の皆様に環境への理解と関心を高めてい

ただき、全国に誇れる「水と緑の秋田」の実現を目指して、県民の皆様とともに取

り組んでいきたいと考えています。 

 

平成 20 年１月 

 

秋田県知事  寺田 典城 
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第１節 環境行政を取り巻く課題及び施策

の方向 

１ 地球環境問題への取組 

近年、地球温暖化やフロンによるオゾン層

の破壊、熱帯雨林の減少等地球的規模での環

境問題が大きく取り上げられてきています。 

これらの地球環境問題はいずれも人間活動

の量的拡大、質的変化が原因になっており、

各々の問題が相互に絡み合い、その影響･被害

が一国にとどまらず、国境を越え、ひいては

地球全体にまで広がる深刻な問題です。 

これらは、地球の生態系などを始めとする

人類の生存基盤に大きな影響を及ぼすことか

ら、全世界の国々が連携して取り組むべき共

通の課題となっています。 

地球温暖化問題については、1988 年に、気

候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）が

設置され、地球温暖化による環境や社会経済

への影響、対応戦略に関する検討が行われて

います。 

1992 年には「気候変動に関する国際連合枠

組条約」が採択され、それに基づく第３回締

約国会議（ＣＯＰ３）が 1997 年 12 月に京都

で開催されました。ここでは、温室効果ガス

に関する国家間の排出量取引など（京都メカ

ニズム）を認めつつ、先進国の温室効果ガス

の削減を義務づけた「京都議定書」が採択さ

れました。 

我が国は、京都議定書において、温室効果

ガスの 2008 年から 2012 年の目標期間におけ

る平均排出量を 1990 年水準から６％削減す

ることを約束しました。 

 

 

 

（１）国の動向 

このＣＯＰ３を契機として我が国では、「地

球温暖化推進大綱」の策定（平成 10 年６月）

や「地球温暖化対策の推進に関する法律」の

制定（平成 10 年 10 月）とそれに基づく「地

球温暖化防止対策に関する基本方針」の閣議

決定（平成 11 年４月）をはじめ、平成 14 年

３月には「新・地球温暖化対策推進大綱」の

政府決定、同年５月には「地球温暖化対策の

推進に関する法律」の改正など、総合的かつ

計画的な地球温暖化対策を図るための枠組み

の整備に取り組んできました。 

その後、平成 14 年６月に我が国は京都議定

書を批准しましたが、この京都議定書は平成

16 年 11 月にロシアが批准したことにより、

発効の要件が満たされ，平成 17 年２月に発効

しました。 

これを受け、平成 17 年４月に「京都議定書

目標達成計画」が閣議決定され、現在、目標

達成に向けた取組が行われています。 

特に、平成 17 年４月から地球温暖化防止国

民運動「チーム・マイナス６％」の展開や、

服装を見直して冷暖房の温度調節による省エ

ネを進める「クール・ビズ」や「ウォーム・

ビズ」、環境にやさしい行動を心がけて生活

する家庭（エコファミリー）を支援する「我

が家の環境大臣」などの事業が行われていま

す。 

 

 

 

 

第１部   総    説 

第１章 環境行政の課題と動向 
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（２）県の取組 

秋田県では、2007（平成 19）年３月に「秋

田県地球温暖化対策地域推進計画」を改訂し、

本県における 1990（平成 2 年度）に比較した

2010（平成 22）年度の温室効果ガス排出量の

削減目標を 9.5％、二酸化炭素についての削

減目標を６％とする目標を掲げ、その達成に

向けて、重点 10 分野の対策を県民総参加によ

り推進することとしています。 

具体的には、事業活動や家庭における省エ

ネルギー対策、断熱性能の向上等の建築物対

策、公共交通機関の利用促進やエコドライブ

の普及による運輸部門対策、風力発電や太陽

光発電などの新エネルギーの導入促進、森林

の保全・整備等による森林吸収源対策等を推

進します。 

 

秋田県地球温暖化対策地域推進計画 

 

また、地球温暖化対策の推進に関する法律

に基づき、地球温暖化防止活動推進員を委嘱

し、地域での地球温暖化対策のリーダーとし

て普及啓発活動に取り組むとともに、地球温

暖化に関する情報収集や、県民、事業者、民

間団体の活動支援及び情報提供を行うため、

2004（平成 16）年８月に特定非営利活動法人

環境あきた県民フォーラムを「秋田県地球温

暖化防止活動推進センター」に指定し、当セ

ンターを拠点とした取組を推進しています。 

 

 

 

２ 循環型社会の形成への取組 

近年、我が国における社会経済活動の拡大

に伴い、生活が物質的に豊かになる一方で、

大量の廃棄物の排出、最終処分場の残余容量

のひっ迫、廃棄物の焼却施設からのダイオキ

シン類の発生、不法投棄の増大等廃棄物に起

因する様々な問題が私たちの日常生活に深刻

な影響を及ぼしつつあることから、これまで

の豊かな社会を支えてきた大量生産、大量消

費、大量廃棄型の社会経済システムやライフ

スタイルを見直し、資源の循環を基調とした、

循環型社会への転換が求められています。 

 

（１）国の動向 

国では、平成 12 年６月に循環型社会の形成

を推進する基本的な枠組みとなる「循環型社

会形成推進基本法」を制定するとともに、こ

れまでの容器包装リサイクル法※１、家電リサ

イクル法※２に加え、資源有効利用促進法※３

や建設リサイクル法※４、食品リサイクル法※

５、自動車リサイクル法※６など、循環型社会

の構築に向けてリサイクル関連法を整備して

きています。 

循環型社会形成推進基本法では、①発生抑

制、②再使用、③再生利用、④熱回収、⑤適

正処分という廃棄物・リサイクル対策上の優

先順位が示されるとともに、事業者・国民の

「排出者責任」※７の明確化や「拡大生産者責

任」※８の一般原則が確立されました。 

また、廃棄物処理法※９についても、国の基

本方針の策定、都道府県の廃棄物処理計画や

多量排出事業者の産業廃棄物処理計画の策定、

マニフェスト制度の見直し、野外焼却の禁止

など廃棄物の適正な処理体制を整備し、不適

正な処分を防止するための改正を行い、平成

13 年４月に全面施行され、平成 17 年５月に

は国の基本方針が改定されました。 
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パンフレット「循環型社会への挑戦」（環境省） 

 

（２）県の取組 

① 秋田県循環型社会形成推進基本計画 

本県の資源循環や廃棄物処理の現状と課題

を踏まえ、将来のあるべき姿を描きつつ、循

環型社会の形成に関する各分野における個別

施策を推進するための中心的な役割を担う計

画として「秋田県循環型社会形成推進基本計

画」を平成 19 年３月に策定しました。 

 

秋田県循環型社会形成推進基本計画 

計画は、おおむね一世代後（20 年後）につ

いて、 

ア 「循環」を基調としたライフスタイル

が定着した社会 

イ 「環境」を理念に据えた事業活動が展

開される社会 

ウ 役割分担とパートナーシップにより創

られる持続可能な社会 

エ 適正な資源循環のための基盤が構築さ

れた社会 

の４つの姿を、本県が目指す循環型社会の姿

としました。 

目指すべき循環型社会の形成に向けた施策

の方向を、 

ア すべての主体による廃棄物の３Ｒの推

進及び適正処理 

イ 循環を基調としたライフスタイル・事

業活動への転換 

ウ バイオマスの利活用の推進 

エ 循環型社会ビジネスの振興 

の４つに集約し、計画期間（平成 19～22 年度）

に達成すべき 14 の数値目標を設定するとと

もに、県民、ＮＰＯなどの団体、事業者、市

町村及び県の各主体に求められる役割や取組

を示しました。 

 

② 第２次秋田県廃棄物処理計画 

第２次秋田県廃棄物処理計画は、計画期間

を平成 18 年度から平成 22 年度までの５年間

とするものであり、廃棄物の減量化の目標量

（排出量、再生利用量、最終処分量）を定め

るとともに、本県における廃棄物処理に当た

っては、県民、事業者、処理業者、行政がそ

れぞれの役割分担のもとにお互いに協力しな

がら、生産・流通・消費・廃棄のあらゆる段

階において、 

ア 廃棄物の発生・排出をできる限り抑え

ること（発生抑制：リデュース） 

イ 廃棄物となったものについても、でき

る限り繰り返し使用すること（再使

用：リユース） 

ウ 再使用できないものでも、再生利用、

熱回収により資源としてできる限り利

用すること（リサイクル） 

エ どうしても資源として利用できないも

のについては、適正な処分を行うこと 

を基本方針としています。 

この計画の推進に当たっては、 

ア 廃棄物の減量化・適正処理に向けた普

及啓発、環境教育・学習の推進 
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イ 廃棄物減量化・リサイクルシステムの

確立 

ウ 廃棄物処理施設の確保 

エ 廃棄物の適正処理の推進 

の４つの施策の方向を定め、関係する施策を

総合的かつ計画的に進めています。 

 

③ 一般廃棄物 

一般廃棄物については、廃棄物の発生抑制

とリサイクルの推進に向け、県民、事業者、

行政が一体となった地域ごみゼロあきた推進

事業を実施し、積極的な県民運動を展開する

とともに、空き缶等の散乱ごみ対策として平

成 13 年３月に「秋田県空き缶等の散乱の防止

に関する条例」を制定し、美しいふるさとづ

くりを推進しています。 

また、平成 11 年３月に「秋田県ごみ処理広

域化計画」を策定し、ごみ処理の広域化、ご

み焼却施設の集約化によるダイオキシン類対

策を進めるとともに、リサイクルプラザなど

のリサイクルの拠点施設の整備を促進してい

ます。さらに、快適な生活環境の確保と公共

用水域の水質保全を目的とした「秋田県生活

排水処理整備構想（平成 12 年策定）」に基づ

き、合併処理浄化槽などの整備を促進してい

ます。 

 

④ 産業廃棄物 

産業廃棄物については、適正処理の確保、

排出抑制・減量化・再生利用の推進、広域処

理への対応などに取り組むとともに、不法投

棄を防止するため、ヘリコプターによる空か

らの監視（スカイパトロール）や環境監視員

による監視体制の強化を図り、不適正処理事

案については行政処分を行う等の措置を講じ

ています。また、産業廃棄物の適正処理を推

進するため、県営の最終処分場（秋田県環境

保全センター）を整備しています。 

さらに、平成 12 年 10 月の北東北知事サミ

ット（青森、岩手、秋田）における広域的な

廃棄物対策についての合意に基づき、これま

での規制的手法に加え、産業廃棄物の排出に

一定の経済的負担を求めることにより廃棄物

の発生を抑制し減量化やリサイクルを促進す

るため、平成 14 年 12 月に「産業廃棄物税条

例」と環境保全協力金の納入を盛り込んだ「県

外産業廃棄物の搬入に係る事前協議等に関す

る条例」を制定し、平成 16 年１月から施行し

ています。 

能代産業廃棄物処理センターの環境保全対

策については、平成 15 年６月に成立した産廃

特措法※10 に基づく特定支障除去等事業実施

計画を策定し、平成 17 年１月に環境大臣の同

意を得て、同年２月から実施計画に基づき国

の財政支援を受けながら事業を行っています。 

なお、県は国に対して、廃棄物処理法に基

づく維持管理積立金制度が適用されない、平

成 10 年６月以前に埋立処分が開始された最

終処分場、いわゆる既設処分場についても適

正な維持管理を確保されるよう新たな制度の

確立について要望してきましたが、平成 17

年５月の同法改正により既設処分場について

も同制度が適用されることとなりました。 

 

 

産業廃棄物中間処理施設（がれき類破砕） 

 

⑤ バイオマス 

バイオマスについては、再生可能な資源に

よる循環を推進するため、県内に豊富に存在

しているバイオマスを重要な資源・エネルギ

ー源として位置づけ、 
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ア 産学官の連携を強化しながら、利活用

に係るコスト削減や、バイオマスのエ

タノール化、建材など新素材の工業材

料としての利用などの実用化に向けた

研究・技術開発 

イ バイオマスの効率的で低コストの収

集・搬出システムや広域的な収集の仕

組みづくり 

ウ バイオマスの生産、再生利用及び利活

用の各段階で関わる様々な産業・事業

者間の連携 

など、その総合的利活用を推進しています。 

 

能代バイオマス発電所 

 

⑥ 循環型社会ビジネス 

循環型社会ビジネスの総合的な振興のため、 

ア 産学官の連携強化及び応用可能な技術

の調査研究・技術開発 

イ 創業・新規参入の促進を支援するため

の研究開発やマーケティング支援 

ウ 秋田県認定リサイクル製品の普及及び

公共事業等における積極的な利用 

エ 北部エコタウン計画の推進及び全県域

への波及・技術移転 

など、高度な鉱山技術や盛んな木材産業を背

景に、地域の特徴を活かした施策を推進しま

す。 

 

リサイクル製錬拠点の形成 

 

※１容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律 

※２特定家庭用機器再商品化法 

※３資源の有効な利用の促進に関する法律 

※４建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

※５食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律 

※６使用済自動車の再資源化等に関する法律 

※７廃棄物を排出する者が、その適正なリサイクルや処理

に関する責任を負うべきであるという考え方 

※８生産者が、その生産した製品が使用され、廃棄された

後においても、当該製品の適正なリサイクルや処分に

ついて一定の責任を負うという考え方 

※９廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

※10 特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特

別措置法 
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環境基本法

環境基本計画

自然循環

社会の物質循環
循環

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

○基本原則　○国、地方公共団体、事業者、国民の責務　○国の施策

循環型社会形成推進基本計画（国の他の計画の基本） H15.3公表

グリーン購入法〔国等が率先して再生品などの調達を推進〕

廃棄物処理法

＜廃棄物の適正処理＞

環境大臣が定める基本方針

H15.12改正施行、H17.5一部改正

①廃棄物の排出抑制
②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）
③廃棄物処理施設の設置規制
④廃棄物処理業者に対する規制
⑤廃棄物処理基準の設定　等

廃棄物処理施設整備計画

H13.5公表

H15.10公表

H15～H19の５か年計画
計画内容：事業量 → 達成される成果
　　　　（事業費）（アウトカム目標）

〔個別物品の特性に応じた規制〕

資源有効利用促進法

＜リサイクルの推進＞

H13.4全面改正施行

①再生資源のリサイクル
②リサイクルが容易な構造・
　材質等の工夫
③分別回収のための表示
④副産物の有効利用の促進

１Ｒ　→　３Ｒ

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

H6.8完全施行

H13.1完全施行

　　H12.4完全施行
　　H18.6一部改正

・容器包装の市町村
　による分別収集
・容器の製造・容器
　包装の利用業者に
　よる再商品化

　　H13.4完全施行

・廃家電を小売店等
　が消費者より引取
　り
・製造業者等による
　再商品化

　　H13.5完全施行

・食品の製造、加工
　、販売業者が食品
　廃棄物等の再生利
　用等

　　H17.1完全施行

・関係業者が使用済
　自動車の引取り、
　フロンの回収、解
　体、破砕
・製造業者等がエア
　バッグ、シュレッ
　ダーダストの再資
　源化、フロンの破
　壊

　　H14.5完全施行

・工事の受注者が建
　築物の分別解体、
　建設廃材等の再資
　源化等

容器包装
リサイクル法

自動車
リサイクル法

建設
リサイクル法

食品
リサイクル法

家電
リサイクル法

H13.4完全施行

びん
ペットボトル
紙製・プラスチッ
ク製容器包装等

エアコン
冷蔵庫・冷凍庫
テレビ
洗濯機

木材
コンクリート
アスファルト

食品残さ 自動車

H18.4改正

H17.5改正

 

循環型社会の形成を推進するための法体系 



 - 7 -

３ アスベスト問題 

アスベスト（石綿）は、耐久性、耐熱性、

耐薬品性などの特性に非常に優れ安価である

ため、建設資材、電気製品、自動車、家庭用

品等、様々な用途に広く使用されてきました。 

アスベストは粉じんを吸い込むことによっ

て、約 20 年から 40 年経ってから肺がんや中

皮腫などの健康障害を引き起こすことが確認

されたため、代替物質のない一部用途を除い

て原則として、使用が禁止されています。 

アスベストを原因とする健康被害について

は、これまで労働災害上の問題とされていま

したが、平成 17 年６月下旬にアスベスト含有

製品の製造工場での労働災害の事例が公表さ

れ、その後、従業員のみならず、その家族や

付近住民までも悪性中皮腫等の健康被害が明

らかになったことから、アスベスト問題は大

きな社会問題に発展しました。 

（１）国の動向 

政府では、平成 17 年７月からアスベスト問

題関係閣僚による会合を開催し、同年 12 月に

「隙間のない健康被害者の救済」、「今後の

被害を未然に防止するための対応」、「国民

の有する不安への対応」を対策の柱とする「ア

スベスト問題に係る総合対策」が取りまとめ

られました。 

この総合対策を踏まえ、平成 18 年に入り、

アスベストによる健康被害の迅速な救済を図

ることを目的とした「石綿による健康被害の

救済に関する法律」の施行及びアスベスト対

策の強化のために大気汚染防止法、廃棄物処

理法等の四法を一括して改正するなどアスベ

スト問題に取り組んでいます。 

 

（２）県の取組 

県では、平成 17 年７月に庁内関係課、秋田

労働局、中核市である秋田市で構成される「秋

田県アスベスト問題連絡協議会」を設置し、

この問題に対応してきております。 

平成 18 年度においても、民間建築物の吹付

けアスベスト除去工事に対する低利の融資や

吹付けアスベスト除去作業現場の監視を引き

続いて行っています。 

また、平成 19 年１月には建築業者や廃棄物

処理業者などを対象として、改正されたアス

ベスト関係法令について説明会を開催するな

どアスベスト対策を推進しています。 

 

４ 化学物質対策 

化学物質は、私たちの生活を豊かにし、便

利で快適な毎日の生活を維持するうえで欠か

せないものとなっています。現在、原材料や

製品などいろいろな形で流通している化学物

質は、推計で数万種といわれていますが、日

常の生活や事業活動において使用、廃棄され、

大気や水、土壌といった環境中に排出されて

います。環境中に排出された化学物質の中に

は、大気汚染や水質汚濁の原因となったり、

長期間にわたり土壌に蓄積することによって

人の健康や生態系に悪影響を及ぼしたりする

ものがあるほか、ダイオキシン類など非意図

的に生成されるものもあり、内分泌かく乱化

学物質（いわゆる環境ホルモン）を含めた化

学物質による環境汚染を防止するための対応

が課題となっています。 

化学物質による環境汚染を防止し、安全で

安心な社会を実現するためには、これまでの

規制による取組に加え、県民、事業者、研究

者及び行政が化学物質に対する各種の情報を

共有しながら意思疎通（リスクコミュニケー

ション）を図って共通の認識に立った環境リ

スクの管理・低減に努めることが求められて

います。 

（１）国の動向 

国は、これまでも「化学物質の審査及び製

造等の規制に関する法律」や「大気汚染防止

法」、「水質汚濁防止法」などの個別の法律

により化学物質の管理・規制を行ってきまし

た。さらに、「ダイオキシン類対策特別措置

法」、「特定化学物質の環境への排出量の把
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握及び管理の改善の促進に関する法律」を制

定するとともに、「化学物質の内分泌かく乱

化学物質に関する環境省の今後の方針につい

て－EXTEND2005－」を策定するなど、環境ホ

ルモン等に関する未解明部分の調査・研究を

行っています。 

 

（２）県の取組 

本県では、これらの法律に基づいた施策の

ほか、「有害化学物質等に対する取り組み方

針」を策定し、発生源監視、県民への情報の

提供等、５つの基本方針を施策として展開す

るため、ダイオキシン類の常時監視や発生源

監視など具体的な取り組みを行っています。 

 

５ すぐれた自然の保全と継承 

近年、道路・ダム等の建設や各種観光開発

事業などにおける自然環境への配慮がますま

す重要視されるようになっていますが、こう

した大規模な開発に限らず、農林水産業にお

ける農薬・肥料の使用や工場等の事業活動は

もちろん、野外レクリエーションなどの身近

な活動等においても自然を正しく理解し、自

然環境に及ぼす影響をできるかぎり回避する

必要があります。 

県では、自然環境保全地域や自然公園の指

定・管理、野生動植物の保護・保全、自然保

護思想の普及等を通じて、貴重な自然の保

護・保全に取り組んできたほか、環境影響評

価制度の運用等により、各種開発事業に対し

て環境配慮を求めてきたところです。 

今後は、身近な自然環境の保全や生物多様

性の保全といった新たな課題に対応し、将来

にわたって自然と共に生きることができるよ

う、自然の条件や地域の社会的条件に応じた

施策を引き続き推進します。 

また、本県は、山岳地等の変化に富んだ地

形や湿潤な気候風土の中で豊かな自然環境に

恵まれています。 

これらの自然環境は、長年にわたる節度の

ある利用により、自然界の物質循環が保たれ、

今日までに引き継がれてきたもので、私たち

にとって貴重な財産であるとともに、次世代

に確実に引き継いでいかなければならないも

のです。 

特に、コナラやミズナラなどの二次林（里

山的自然）は、私たちの日常生活を包み込ん

できたふるさとの風景ですが、生活様式の変

化によって日常生活との関わりが薄れ、地域

によっては宅地開発などで減少しており、こ

れらの保全を進める必要性が高まってきてい

ます。そのため、自然に対する感受性や関心

を培い、人と自然の関わりや私たちの生活様

式について考えたり、学んだりすることが重

要になってきており、自然とふれあえる機会

や自然の中でのいろいろな体験などを通じた

普及啓発を推進します。 

 

第２節 本県の環境施策の枠組み 

１ 環境基本条例の制定 

本県では、平成９年３月に秋田県環境審議

会から①環境マインドの醸成やゼロエミッシ

ョン社会の構築等といった新しい視点で環境

を総合的にとらえる必要があること、②環境

行政全体の道筋を明らかにするため、環境保

全についての目標や基本方針を内容とした環

境基本条例の制定及び環境基本計画の策定を

すべきであることを主な内容とする「21 世紀

に向けた環境政策のあり方について」の答申

を受け、今日の環境問題に対処し、県民の健

康で文化的な生活を確保するために、環境保

全についての基本理念や県、市町村、事業者、

県民の責務、さらには環境保全に関する基本

的な事項を明らかにした環境施策の指針とな

る「秋田県環境基本条例」を同年 12 月に制定

しました。 
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２ 環境基本計画の策定 

上記で述べた秋田県環境基本条例に基づき、

本県の特性を踏まえ、「風かおる緑豊かな秋

田」を将来へ伝え残していくことを目指し、

環境保全に関する施策を計画的・総合的に推

進するため、平成 10 年３月に「秋田県環境基

本計画」を策定しました。その後、県では「温

暖化対策 美の国あきた計画」や「秋田県廃

棄物処理計画」を策定しており、本計画が策

定されてから５年目となる平成 15 年６月に

改定しました。今日の環境問題が県民、事業

者、行政など全ての主体の協力・連携と積極

的な参加なくしては解決できないことから、

この計画では、各主体がそれぞれの立場で果

たすべき役割や環境の保全に向けた具体的な

取組の指針を示しております。 

この計画に掲げている環境行政推進の基本

方針は次のとおりです。 

① 自然と人との共存 

全ての県民が豊かな自然環境を享受し、将

来に引き継いでゆくために、人間優先的な考

えを改め、多様な自然環境と生物の生育環境

を確保し、自然と人が共存可能な社会の構築

に向けて各種施策を行います。 

 

② 環境への負荷の少ない循環を基調とした

社会の構築 

安全で健康的な暮らしができる生活環境を

確保するため、公害を未然に防止するととも

に、環境への負荷の少ない循環を基調とした

社会の構築に向けて各種施策を行います。 

 

③ 地球環境保全への積極的な取組 

地球環境問題は、私たち一人ひとりの様々

な活動に起因しており、また実感を伴わない

ことが多いことから気づかないうちに問題が

深刻化するおそれがあります。このため、本

県でも長期的視点に立って地球環境を保全す

るための調査・研究・情報提供など、各種取

組を積極的に行います。 

 

④ 環境保全に向けての全ての主体の参加 

顕在化する今日の環境問題を解決するため

には、県民・事業者・民間団体・行政など全

ての主体が協力・連携し、事業活動や日常生

活を通して自主的かつ積極的に環境保全活動

を行っていく必要があります。このため、情

報提供や普及啓発事業を通じて、全ての主体

が、環境保全活動に取り組むための条件整備

を進めます。 

 

３ 環境基本計画の推進 

本県では、環境基本計画を着実に推進する

ため、平成 10 年度から庁内に環境調整会議を

設置し、計画の進行管理、環境施策の点検・

調整（秋田県庁環境マネジメントシステム）

を行なってきました。その後、さらなる基盤

強化を図るため、平成 13 年３月にＩＳＯ１４

００１の認証を取得（平成 19 年３月更新）す

るとともに、今後ともこのシステムを活用し

ながら取組を継続していくこととしています。 

なお、計画のこれまでの進捗状況は次のと

おりです。 

 

秋田県環境基本計画（改定版） 
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【施策目標の推進状況】
実　績 平成22年

※( )のないもの

はH18実績
（2010年）

自然環境保全地域等の指定数 地域 13 19 21 25

レッドリスト作成分類群数 群 13 8 8 12

農地等の多面的機能の発揮
（遊休農地等の発生防止取組面積）

ｈａ 16 10,187 11,180 11,000

保安林の累積整備面積
（平成13年度からの累積面積）

ｈａ 13 4,216 23,216 40,066

森林の総合的な整備（森林整備率） ％ 13 52 89 70

十和田湖湖心のＣＯＤ７５％値 mg/l 13 1.4 1.3 1以下

八郎湖湖心のＣＯＤ７５％値 mg/l 13 6.8 10 4以下

田沢湖表層のｐＨ年間平均値 13 5.6 5.2 6以上

田沢湖湖心のＣＯＤ７５％値 mg/l 13 0.8 0.5未満 1以下

公共用水域環境基準適合率
（ＢＯＤ-ＣＯＤ）

％ 13 79.4 90.6 95

生活排水処理施設普及率 ％ 13 53.8 72.5 80

化学物質等対策の推進
(ダイオキシン類環境基準達成率)

％ 13 99.3 100.0 100.0

1,097

(17年度実績)

※17年度実績から環境省によるごみ排出量の基準
が改められているが、本実績では従来どおり収集ご
み量＋直接搬入量＋自家処理量を排出量の基準と
して算出

21.3

(17年度実績)

60.1

(17年度実績)

953

(17年度実績)

新エネルギー導入量（原油換算した量） 千kl 13 231.4 288.1 389.8

環境保全分野の海外技術交流地域数 地域 13 1 1 2

環境カウンセラー登録数 人 13 19 33 50

あきたエコマイスター登録数（累計） 人 16 66 193 270

こどもエコクラブ登録数（年間） ｸﾗﾌ゙ 11 46 109 100

産業廃棄物最終処分量 千ｔ 11 1,109

一般廃棄物リサイクル率 ％ 11 15.6

産業廃棄物減量化・リサイクル率 ％ 11 58.2

８　国際協力の推進

９　環境教育、環境学習の情報ネットワーク構築

秋田県環境基本計画（重点プロジェクト）の進捗状況について

４　都市河川の浄化

５　化学物質による環境汚染の防止

６　廃棄物の減量化・リサイクルの推進

７　地球温暖化対策の推進
県内の二酸化炭素排出量
（1990年度の排出量を100%にした割合）

％ 12

890

64,536 85,000

３　三大湖沼の水質浄化

県民１人１日当たり一般廃棄物排出量 ｸﾞﾗﾑ

13 45,309

11

131 100
134

(15年度実績)

24.1

77.7

590

1,050

28,000

２ 自然と人が共存した持続可能な農業、林業、漁業の推進
県土の保全・自然生態系を育む基盤づくり
（農業用排水施設整備面積）

ｈａ 13 6,300

都市との積極的な連携・交流の促進
（農山村と都市住民等の交流参加者数）

人

23,500

単位 基準年・基準値項　　　目

１ 生物多様性の確保
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第１節 自然環境 

本県は、起伏の大きい山岳地等変化に富ん

だ地形や湿潤な気候風土を有し、また多様な

動植物相がみられるなど、比較的豊かな自然

環境に恵まれています。 

しかしながら、社会経済活動の拡大に伴い

各種開発が進められた結果、動植物の生息・

生育環境が人為的影響を受けています。自然

環境管理計画策定調査結果では、原生的自然

からみて総合評価が一番高い地域（貴重な動

植物分布地､自然植生分布地、代表的景観地）

が県土の約 30％まで減少しており、このうち

自然植生域が県土の約 16％という結果にな

っています。なお、自然植生域が大規模な面

積を占める白神山地は、世界的にも貴重な原

生的ブナ林を有することから、世界遺産とし

て登録されています。 

これらの豊かな自然環境を次世代に継承し

ていくため、自然と動植物の体系的な保全に

取り組むとともに、県民の自然保護に対する

意識のより一層の向上に取り組んでいく必要

があります。 

 

第２節 快適環境 

本県では、豊かな自然の恵みを受け、地域

に根ざした独特の文化と生活を育んできまし

た。しかし、近年の都市化の進展に伴い、身

近な自然や歴史的な地域の特性が失われつつ

あります。 

このため、身近にやすらぎと潤いがある生

活空間を創造するとともに、県内の特徴ある

景観の保全形成を図り、歴史的な文化遺産を

保全していく必要があります。 

 

第３節 生活環境 

１ 大気環境 

本県の大気環境については、秋田市など９

市に 26 の測定局を設置して常時監視を行っ

ていますが、概ね良好な状態で保全されてい

ます。 

平成 18 年度における測定結果では、二酸化

硫黄（20 局）、二酸化窒素（19 局）、一酸化

炭素（５局）及び浮遊粒子状物質（25 局）は

全測定局で長期的評価に基づく環境基準を達

成しています。 

光化学オキシダントは、全測定局（５局）

で春季から夏季にかけて環境基準を超えてい

ますが、県大気汚染緊急時措置マニュアルに

定める光化学スモッグ注意報の発令基準の

0.12ppm は下回っています。 

また、県内３地点における雨水及び雪の pH

のモニタリング調査の結果、酸性雨・雪は観

測されていますが、これによる樹木等への被

害は報告されていません。 

このような現状を踏まえ、今後も引き続き

監視体制を強化しながら、良好な状態を維持

し、より良い大気環境の実現に取り組んでい

く必要があります。 

 

２ 水環境 

平成 18 年度は、秋田県内の公共用水域の水

質について、128 水域 184 地点で監視測定を

行いました。 

この結果、人の健康を保護し生活環境を保

全する上で維持されることが望ましいとして

国が定めた水質汚濁に関する環境基準のうち、

「人の健康の保護に関する項目」であるカド

ミウム等重金属やトリクロロエチレン等有害

化学物質の 26 物質については、高松川の須川

橋及び玉川ダム湖において鉛が環境基準を達

成できませんでしたが、それ以外の調査地点

では達成しました。 

また、河川や湖沼、海域毎に水の利用目的

に応じた類型を指定して環境基準を定める

pHや BOD等の「生活環境の保全に関する項目」

のうち、BOD 又は COD の環境基準達成率は公

共用水域全体で 90.6％となっており、その内

訳は河川で 95.7％、湖沼で 41.7％、海域で

第２章 環境の現状の概要 



 - 12 -

100％でした。環境基準を達成していないのは、

河川では八郎湖流入河川 4 水域であり、湖沼

では八郎湖等７湖沼でした。 

本県の水環境を特徴づけている八郎湖、十

和田湖及び田沢湖の三大湖沼は、いずれもそ

れぞれの特性から水質の問題を抱えています。 

八郎湖は、COD が環境基準点の野石橋地点

では昭和 60 年度頃から、大潟橋地点及び湖心

でも平成 4 年度頃から漸増しており、野石橋

地点、大潟橋地点及び湖心における平成 18

年度の COD はそれぞれ 12、9.1、10 mg/L と全

ての地点で環境基準の3 mg/L以下を達成でき

ませんでした。これは、湖水の富栄養化が進

み植物プランクトンの増殖によるところが大

きく、水質改善のために総合的な対策を進め

る必要があります。 

県では、平成 18 年度に八郎湖の水質改善を

目指し、具体的な対策の検討を行う新しい組

織として八郎湖環境対策室を設置し、平成 19

年度中に湖沼水質保全特別措置法に基づく指

定湖沼化を目指すとともに、湖沼水質保全計

画を策定し、総合的な対策を進めることとし

ています。 

十和田湖は、昭和 61 年以降、湖沼の水質環

境基準項目のCODが基準値１mg/Lを超えてお

り、子の口地点及び湖心における平成 18 年度

の COD も、それぞれ 1.3mg/L と環境基準を達

成できませんでした。 

このため、県では青森県と共同で平成 13

年に「十和田水質・生態系改善行動指針」を

定め、下水道接続率の向上、水質及び生態系

の調査、環境保全意識の啓発などの事業を実

施し、対策を推し進めています。 

田沢湖は、玉川酸性水の導入により酸性化

（pH4.2 前後）していましたが、平成３年か

ら「玉川酸性水中和施設」が稼働したことに

より湖心における pH が回復傾向にありまし

た。平成 14 年から玉川源泉酸度が急上昇し、

湖の表層付近での pH の低下傾向が一時的に

見られたものの、平成 18 年度の湖心での pH

は 5.2 と回復傾向を示しています。 

このため、県では源泉酸度上昇などの状況

の変化に対応できる中和処理施設の適正管理

に向け、関係機関と連携しつつ対応すること

としています。 

地下水の水質については、53 地区 60 地点

で概況調査を行ったところ、１地点で鉛、

1,1,2-トリクロロエタンが、１地点で砒素が、

１地点で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の項目

が環境基準値を超えました。 

また、過去の概況調査で環境基準を超えた

項目がある 14 地区 33 地点については、地下

水水質の定期モニタリング調査を行いました。 

 

３ 廃棄物 

（１）一般廃棄物 

平成 17 年度の一般廃棄物の排出量は、全県

で 47.1 万トン、県民１人１日当たりの排出量

が 1,110 グラムとなっており、前年度と比べ

て排出量が約１千３百トン減少していますが、

１人１日当たりの排出量は６グラム増加して

います。また、リサイクル率については、

21.3％と前年度に比べ 0.3 ポイント減少して

います。 

焼却処理については、国内で発生するダイ

オキシン類の多くが一般廃棄物焼却施設に由

来するとされていることから、ダイオキシン

類の発生源をできるだけ少なくし、高度な処

理機能を有する施設を確保する必要がありま

す。 

埋立処分については、管理者による維持管

理の徹底と適正な最終処分場の確保を図る必

要があります。 

ごみの破砕や圧縮等の中間処理は、ごみの

減量化、資源化のための前処理であり、容器

包装ごみについては、その受け皿となる資源

化等を行う施設の整備を促進する必要があり

ます。 

廃家電については、以前は粗大ごみとして

そのほとんどが埋立処分されていましたが、
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平成 13 年４月から家電リサイクル法が施行

され、エアコン、テレビ、冷蔵庫・冷凍庫及

び洗濯機の４品目については、消費者も一定

の負担をした上でメーカーがリサイクルする

仕組みとなっています。 

平成 17 年度のし尿処理の状況は、水洗化率

が 65.1％となっており、流域下水道、公共下

水道及び浄化槽の普及により年々増加傾向に

あります。また、市町村及び一部事務組合が

設置しているし尿処理施設は 20 施設、収集量

は 1,408kl/日となっています。 

し尿処理施設は総じて老朽化や能力低下が

見られることから、今後、施設の新設や改造

の必要があります。また、快適な生活の確保

と公共用水域の水質を保全するため、合併処

理浄化槽の整備を促進する必要があります。 

 

（２）産業廃棄物 

平成 17 年度の産業廃棄物の処理実績は、中

間処理では 159.4 万トン、最終処分では 95.3

万トンの合計 254.7 万トンとなっています。

中間処理は前年と比べると若干減少したもの

のここ数年は増加傾向にあり、最終処分は概

ね横ばい傾向にあります。 

産業廃棄物の適正処理は、生活環境の保全

を図る上で基本的な条件であるとともに、産

業経済活動の維持発展を図る上でも不可欠な

要件であることから、排出事業者及び産業廃

棄物処理業者の監視・指導の強化等の適正処

理対策を推進する必要があります。特に最終

処分場については、二次公害等を発生させな

いよう定期的に放流水の検査を実施するなど

監視・指導の徹底を図るとともに、各リサイ

クル法の整備により増加が懸念されている不

法投棄を防止するための監視体制を強化する

必要があります。 

また、環境への負荷の少ない循環型社会の

実現のためには、産業廃棄物の発生抑制、減

量化、再資源化が一層求められていることか

ら、廃棄物処理法に基づき、廃棄物を多量に

排出する事業者に対して廃棄物の発生源での

自主的な管理を促進する必要があります。 

さらに、最終処分場を確保するため、秋田

県環境保全センターの拡充整備を行うことと

し、平成 15 年度にＤ区処分場整備工事に着手

し、平成18年10月から供用開始しています。 

なお、能代産業廃棄物処理センターの処分

場については、同センターの倒産以降、県が

維持管理を行っていますが、ＶＯＣ（揮発性

有機化合物）を含む汚染された地下水の場外

への滲出が続いており、引き続き汚水の回

収・処理など同センターの環境保全対策を講

じて、汚染の拡散防止を図っていく必要があ

ります。また、同センターにおける廃棄物の

不適正処分に関与した者の責任を追及する必

要があります。 
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第１節 自然環境の体系的保全 

１ 自然保護思想の普及啓発 

近年の様々な環境問題に対処するためには、

①自然の理にかなった方策で、②環境と人と

の絆を強め、③環境を広く分かち合う｢環境に

やさしい文化｣を創造する必要があります。 

こうした新しい文化の創造に当たっては、

自然を大切にし、自然とふれあい、自然と調

和した活動を行う県民意識を育むことが大切

であるため、次のような施策を推進しました。 

（１）自然観察会の開催 

県民が自然に対する理解を深め、自然を大

切にしようとする心を育むため、県内各地で

モデル的な自然観察会を開催し、自然教育を

積極的に推進しました。 

 

（２）自然観察リーダー研修会 

県内各地で行われている自然観察をより有

意義なものとし、自然保護思想の普及と自然

教育活動を一層推進するため、自然観察会で

リーダーとして活躍している自然観察指導員

等を対象にした研修会を実施しました。 

 

（３）秋田県環境と文化のむら 

里山の自然とのふれあいを通して人と自然

との関わりについて理解を深めることを目的

とした施設、｢環境と文化のむら｣では、専門

の職員を配置し、自然との正しい接し方、自

然の楽しみ方について指導に当たるほか、定

期的に自然観察会、講習会を実施しました。 

このほか、愛鳥週間、環境月間、自然に親

しむ運動、自然公園クリーンデー等の各種行

事を通じ自然保護思想の普及啓発に努めまし

た。 

 

自然観察会（岳岱自然観察教育林） 

 

２ 自然環境保全地域等の指定・管理 

（１）世界遺産白神山地 

日本政府が平成４年10月世界遺産条約に基

づき、登録を推薦していた｢白神山地｣は、平

成５年12月９日コロンビアのカルタへナで開

催された世界遺産委員会第17回通常会合にお

いて、世界遺産のクライテリア（Ⅱ）に適合

するものとして世界遺産に登録されました。 

なお、クライテリア(選定基準)(Ⅱ）は、進

化しつつある重要な地質学的プロセス、生物

学的進化及び人類と自然環境との相互作用を

代表する顕著な事例であるものとなっていま

す。 

① 白神山地の概要 

原生的なブナ天然林が大面積にわたって純

林状態で維持されている世界的にも希少な地

域です。 

当地域のブナ林内には、多種多様な植物群

落が共存し、かつブナ林を背景として豊富な

動物群が生息しています。 

また、イヌワシ、クマゲラ等希少な動植物

が生息、自生しています。 

 

 

 

 

第２部 環境の現況及び環境保全に関して講じた施策 

第１章 自然と人との共存 
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② 世界遺産地域の指定・管理状況 

表１のような地域指定や管理計画により、

白神山地の豊かな自然環境は大切に守られて

います。 

 

 

白神山地自然環境保全地域（国指定） 

 

表１ 世界遺産白神山地地域別面積表                         （単位：ha） 

全体面積 16,971 核心地域 10,139 緩衝地域 6,832

秋田県 4,344 秋田県 2,466 秋田県 1,878

世界遺産管理地域 

（世界遺産条約に基づく世界遺

産管理計画） 
 

青森県 12,627 青森県 7,673
 

青森県 4,954

全体面積 2,928 特別保護地区 295 特別保護地区 49

秋田県 8 秋田県 0 秋田県 0
 

青森県 2,920 青森県 295
 

青森県 49

特別地域 2,584

秋田県 8

自然公園法に基づく保護制度 

（秋田白神県立自然公園） 

（津軽国定公園） 

（明石渓流暗門の滝県立自然

公園） 
  

 
青森県 2,576

全体面積 14,043 特別地区 9,844 普通地区 4,199

秋田県 4,336 秋田県 2,466 秋田県 1,870
白神山地自然環境保全地域 

（自然環境保全法）  
青森県 9,707 青森県 7,378

 
青森県 2,329

全体面積 16,971 保存地区 10,139 保全利用地区 6,832

秋田県 4,344 秋田県 2,466 秋田県 1,878

白神山地森林生態系保護地域 

（保護林の再編・拡充について：

長官通達） 
 

青森県 12,627 青森県 7,673
 

青森県 4,954

 

 

（２）自然環境保全地域の指定状況 

本県には起伏の大きい山岳、岩礁海岸等変

化に富む地形や様々な植生が分布し、優れた

自然環境が形成されています。これら優れた

自然のうち自然公園区域と重複しない地域を

自然環境保全法及び秋田県自然環境保全条例

に基づき自然環境保全地域等に指定し、保護

保全を図るとともに、県民の自然観察、自然

研究の場として活用しています。 

平成 18 年度末現在、自然環境保全地域は

17 箇 所 5,039.924ha （ う ち 特 別 地 区 は

2,828.94ha）、緑地環境保全地域は４箇所

434.8ha です。 

 

 

（３）自然環境保全地域の管理 

自然環境保全地域及び緑地環境保全地域に

おいては、自然環境の保全のための現況調査

を行うと共に、巡視歩道や標識等の施設を整

備しています。 

平成 18 年度は、１箇所の自然環境保全地域

等において植物相、植生、動物相等の現況調

査を行いました。また、２箇所の自然環境保

全地域において標識等の整備を行いました。 

また、これらの地域では県自然保護指導員

が、巡視を実施するとともに、立ち入り者等

に対して自然保護上必要な指導を行っていま

す。 
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（４）自然環境保全調査 

「持続的」で「効果的」な自然環境の保全

と活用を図るため、動植物相や分布状況など

の基礎的調査を継続的に実施し、自然環境の

現況把握に努めています。 

また、継続的なモニタリングが必要な調査

等については、特に専門家に依頼してより詳

細な専門的調査を実施しています。 

 

３ 自然環境の保全管理 

（１）自然環境管理計画 

自然環境管理計画は、本県における自然環

境の現況と評価を踏まえ、県民が広く自然と

ふれあえる環境づくりを実現するため、昭和

61 年度に策定したものです。 

この計画は、県の自然環境保全行政の運営

指針となるもので、国や市町村に対しては誘

導的な役割を果たすとともに、県民や事業者

などに対しては理解と協力を求めながら、自

発的、積極的な活用を期待しているものです。 

その内容は、自然環境の現況、評価、保全

目標及び管理指針から構成されています。 

この計画では、県土を約１k ㎡四方のメッ

シュ（県全体では、約 12,000 メッシュ）に区

分し、植物的自然、動物的自然、景観、水辺

環境をそれぞれ５段階評価するとともに、総

合的にみた秋田の自然についても５段階で評

価しています。 

また、この管理指針は、自然環境の保全に

配慮しながら個別具体の事例に対処するガイ

ドラインとなるものです。 

 

（２）データバンク事業 

野生生物の分布情報等を参照し、自然環境

へ配慮しながら各種事業等を行えるようにす

るためデータバンクのシステム作成及び入力

を行っています。 

 

（３）自然保護指導員 

県内の自然環境の保全状況を把握するとと

もに、その保全のための指導を行うため、自

然環境保全条例に基づき、自然保護指導員を

配置しています。 

自然保護指導員は、自然環境保全地域の保

全、自然公園の保護及び利用並びに鳥獣の保

護、その他県内の自然の保護のための指導を

行っており、平成 18 年度は 68 名が任命され

ました。 

 

４ 自然環境保全基礎調査 

自然環境保全基礎調査は、一般に「緑の国

勢調査」と呼ばれており、自然環境保全法に

基づき我が国の自然環境の状況を総合的、科

学的に把握するため、おおむね５年ごとに国

が都道府県等に委託して実施しています。昭

和 48 年度に第１回基礎調査が始まり、平成

11年度から第６回基礎調査が行われています

（平成 18 年度は受託なし）。 
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表２ 自然環境保全地域等指定の概要 

（平成 19 年３月末現在） 

国 自 然 環 境 保 全 地 域 

＜ ＞野生動植物保護地区 （ ）特別地区

地 区 名 所 在 地 面積（ha） 指定年月日 主な保全対象 

白神山地 藤里町鹿瀬内沢国有林 

＜2,466＞

（2,466）

4,336 

H4.7.10 

大規模ブナ林及びイヌ

ワシ、クマゲラ、ニホ

ンザル等 

県 自 然 環 境 保 全 地 域 

（ ）特別地区

地 区 名 所 在 地 面積(ha) 指定年月日 主な保全対象 

南由利
みなみゆり

原
はら

 由利本荘市西沢字南由利原 
(74.6) 

191.8 
S49.11.2 

湿原植物群落 

草原植物群落 

湯
ゆ

の台
たい

・小方角沢
こほうがくざわ

 

大仙市神宮寺字湯ノ台・大仙

市土川字小杉山沢ノ内小方

角沢 

(12.7) 

53.4 
S49.11.2 

湿原植物群落 

ハッチョウトンボ多産

地 

冬師
とうし

 にかほ市馬場字冬師山 32.4 S49.11.2 
湿地林 

湿原植物群落 

露
つゆ

熊
くま

山 峡
さんきょう

 
北秋田市阿仁荒瀬字粕内・阿

仁水無字露熊 

(22.2) 

71.1 
S50.2.22 岩壁植生 

保
ほ

呂
ろ

羽山
わさん

 
横手市大森町八沢木字保呂

羽山 

(10.5) 

10.5 
S50.2.22 

ブナ、ミズナラを主体

とする天然林 

刈女
がりめ

木
き

 羽後町大字田代字明通山 33.8 S51.3.30 湿原植物群落 

羽黒山
はぐろさん

 八峰町八森字羽黒下 5.1 S51.3.30 暖地性植物 

外山
そでやま

 
横手市山内大松川字外山・字

外山水上 
17.2 S52.8.11 ブナ－ユキツバキ群落

丁
ひのと

岳
たけ

 
由利本荘市鳥海町字丁森国

有林 

(88.16) 

88.16 
S53.1.24 

ブナを主体とする天然

林、亜高山性植物 

番
ばん

鳥
どり

森
もり

 秋田市河辺岩見国有林 
(126.83) 

126.83 
S53.1.24 

ブナ及びミズナラを主

体とする天然林 

鞍山
くらやま

風穴
ふうけつ

 北秋田市栄字大沢鞍下 
(0.65) 

6.93 
S56.3.14 風穴植物群落 

金峰山
きんぽうさん

 
横手市平鹿町醍醐字獄平地

獄沢 

(3.97) 

21.93 
S56.3.14 ブナ－ユキツバキ群落

小又
こまた

風穴
ふうけつ

 北秋田市小又 
(3.60) 

21.283 
S57.5.1 風穴植物群落 

親
おや

川
かわ

 由利本荘市親川 
(12.91) 

16.67 

S60.10.8 

(H15.11.4 拡張) 

タブノキ群落、ヤブツ

バキ群落 

出戸
で と

湿原
しつげん

 潟上市天王細谷長根 
(2.74) 

2.74 
H15.11.4 湿原植物群落 

加田喜
か た き

沼
ぬま

 由利本荘市長坂字雷田中島 
(4.0811) 

4.0811 
H16.12.3 湿原植物群落 

計 16 地域 
(362.9411)

703.9241 
  

県 緑 地 環 境 保 全 地 域 

地 区 名 所 在 地 面積(ha) 指定年月日 主な保全対象 

長木
ながき

渓谷
けいこく

 大館市大字茂内字鬼ヶ岱 238.0 S49.11.2 渓流、露岩、自然林 

今 泉
いまいずみ

 
北秋田市今泉字南部沢･字中

台･字造沢･字大堤･字大堤脇
37.5 S52.8.11 

池沼、スギ林、広葉樹

林 

千屋
せんや

並木
なみき

 美郷町大字土崎 7.1 S51.3.30 アカマツ、スギ並木 

石 沢 峡
いしざわきょう

 
由利本荘市鳥田目・大梁・山

内・東由利杉森 
152.2 S49.5.26 渓谷、ケヤキ林 

計 ４地域 434.8   

合 計 21 地 域 5,474.7241   
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５ 秋田県版レッドデータブック 

レッドデータブックとは、絶滅のおそれの

ある野生動植物について記載している本です。

日本では 1980 年代後半から環境庁（現環境

省）等が日本版レッドデータブックを刊行し、

その後各県が県版レッドデータブックを刊行

あるいは刊行準備中です。県では平成 10 年度

から平成 12 年度にかけて「秋田県版レッドリ

スト（秋田県の絶滅のおそれのある野生生物

の種のリスト）」を発表しました。平成 13

年度には秋田県版レッドリストの一部見直し

を行い、秋田県レッドデータブックとして「秋

田県の絶滅のおそれのある野生生物 2002 秋

田県版レッドデータブック動物編」「同植物

編」を刊行しました。県版レッドデータブッ

クには動植物合わせて８分類群、1,235 種が

記載されています。 

県ではこれらの情報を自然環境保全地域や

鳥獣保護区の指定、環境アセスメント等、野

生動植物の保護・保全等に活用していきます。

また、県版レッドデータブックを各 1,000 部

印刷し、県内市町村、高等学校、大学等関係

各機関に無償配布し、広く普及を図りました。 

また、将来的な改訂等に向けた情報収集や

調査を行っています。

 

表３ 秋田県版レッドデータブック掲載種数                 （平成 19 年３月末現在） 

 

 

６ 野生鳥獣の保護 

本県は、森林を主体に比較的豊かな自然環

境に恵まれていることから、生息する野生鳥

獣もクマゲラ、イヌワシ、カモシカ、ヤマネ

等の貴重な種を含む多様な鳥獣相を保ってい

ます。 

これら野生鳥獣の保護繁殖を図るため、県

は鳥獣保護事業計画（計画期間５年間）を策

定し、これに基づいて鳥獣保護区等の指定、

生息状況調査、保護施設の整備等を推進して

います。 

 

（１）鳥獣保護思想の普及啓発 

鳥獣保護に対する県民の理解を深めるため、

探鳥会の開催、ビデオ、映画フィルムの貸出

等を行い、鳥獣保護思想の普及啓発に努めま

した。特に、５月 10 日からの愛鳥週間には、

小中学生を中心にポスター、巣箱の作品募集

絶滅 
危惧種 
IA 類 

絶滅

危惧種

IB 類

絶滅

危惧種

II 類

小計

1 0 0 8 12 20 2 2 0 － 5 30

0 0 6 6 20 32 50 19 0 － 0 101

0 0 0 0 0 0 0 2 0 － 0 2

0 0 0 0 0 0 1 0 0 － 0 1

1 0 5 4 7 16 8 1 2 － 0 28

3 0 30 29 27 86 46 45 1 － 8 189

0 0 4 3 3 10 4 3 0 － 1 18

18 0 168 241 147 556 157 57 0 71 7 866

23 0 213 291 216 720 268 129 3 71 21 1,235

両生類 

合計 

絶滅危惧種

準絶滅

危惧種

淡水魚類 

昆虫類 

陸産貝類 

維管束植物 

ほ乳類 

鳥類 

は虫類 

合計
野生 

絶滅種 絶滅種

カテゴリー 

分類群 
情報

不足種 
地域 

個体群 

分布上 
希少な 
雑種 

留意種
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や愛鳥モデル校を対象として五城目野鳥の森、

大潟草原鳥類観測ステーションでの探鳥会を

行いました。 

 

（２）鳥獣保護事業計画の推進 

① 鳥獣保護区等の指定状況 

鳥獣の保護繁殖を図るため、必要な地域に

ついて鳥獣保護区、特別保護地区、休猟区等

の設定を進めています。 

平成18年度における県指定鳥獣保護区は森

林鳥獣生息地 19 箇所 14,055ha、身近な鳥獣

生息地２箇所 295ha、希少鳥獣生息地１箇 

所 123ha、特別保護地区４箇所 220ha、休猟

区は 23 箇所 41,540ha、銃猟禁止区域７箇所

844ha の設定を行いました。これにより、平

成18年度末における鳥獣保護区等の指定状況

は、表４のとおりです。 

 

② 鳥類分布調査 

鳥獣の生息地として重要な森林、草原、湖

沼等について、生息鳥獣類の実態を把握し、

その環境と種の保護を図るため、昭和 46 年度

から毎年度鳥類分布調査を実施していますが、

平成 18 年度は姫神鳥獣保護区・象潟臨海保護

区・大須郷保護区・小砂川保護区について実

施しました。 

また、ガン・カモ科鳥類の全国一斉調査と

して、平成 19 年１月 14 日に主要な越冬飛来

地において生息状況の把握を行い、32,442 羽

を確認しました｡ 

 

白神の山並を飛ぶ雁の群 

 

（３）鳥獣保護員 

「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法

律」に基づき、山野等において鳥獣の保護及

び狩猟に関し適切な指導･監督を行うため、鳥

獣保護事業の具体的実施を補助する鳥獣保護

員を配置しています。 

鳥獣保護員は鳥獣保護区等の管理、鳥獣関

係の調査、狩猟取締り等にあたっており、平

成 18 年度は 61 人が任命されました。 

 

（４）鳥獣保護センターの状況 

野生鳥獣の生態調査の実施や、傷病野生鳥

獣の救護を図るために昭和48年に五城目町に

開設しており、愛鳥山荘や鳥獣保護舎、カモ

シカ園等の主要施設が整備されています。平

成 18 年度の野生鳥獣の救護状況は、鳥類が

66 種 241 羽、獣類が８種 44 頭です。また、

センターの利用者は17,847人となっています。 

 

 

表４ 鳥獣保護区の設定状況                       （平成 19 年３月末現在） 

 

 

鳥獣保護地区（ha） 特別保護地区（ha） 休猟区（ha） 
指定 

区分 
箇
所
数 

総
面
積 

国
有
地 

民
有
地

等 

水
面 

箇
所
数 

総
面
積 

国
有
地 

民
有
地

等 

水
面 

箇
所
数 

総
面
積 

国 4  28,824  25,588  734  2,502 3 6,361 3,876 48 2,437      

県 171  114,583  52,872  55,919  5,792 39 7,902 5,442 2,086 374  78  126,985 

計 175  143,407  78,460  56,653  8,294 42 14,263 9,318 2,134 2,811  78  126,985 
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（５）カモシカの保護管理対策 

県内におけるカモシカ分布域の拡大に伴い

農作物被害が多発していることから、平成 15

年度から平成17年度までの生息調査の結果を

もとに、平成 18 年度に被害の防止と適切な保

護管理対策を行うための特定鳥獣保護管理計

画を策定しました。 

 

収容されたカモシカの子ども（鳥獣保護センター） 

 

（６）ニホンザルの保護管理 

白神山地周辺においてニホンザルによる農

作物被害が増大していることから、平成 14

年度から平成16年度までの生態調査をもとに、

平成18年度に被害の防止と適切な保護管理対

策を行うための特定鳥獣保護管理計画を策定

しました。 

 

７ 温泉の保護と利用 

（１）温泉の利用 

本県は豊かな温泉資源に恵まれており、平

成19年３月末現在における温泉地は131地域、

浴用・飲用利用向けの源泉総数 522 箇所、う

ち利用源泉数 356 箇所、未利用源泉数 166 箇

所となっています。 

市町村別源泉数は表５のとおりです。 

宿泊施設は296施設で平成18年度の年間延

べ宿泊利用人員は 2,090 千人となっており、

保健休養の場として利用されています。 

一方、地熱水の利用による発電、農林水産

業、温水プール等の他目的活用も図られてい

ます。 

 

表５ 市町村別源泉数（浴用・飲用分） 

（平成 19 年３月末現在） 

市町村名 源泉数 市町村名 源泉数
秋田市 27 小坂町 3
能代市 7 上小阿仁村 4
横手市 31 三種町 7
大館市 39 八峰町 4
男鹿市 23 藤里町 3
湯沢市 83 五城目町 7
鹿角市 126 八郎潟町 2

由利本荘市 31 井川町 0
潟上市 3 大潟村 2
大仙市 30 美郷町 5

北秋田市 16 羽後町 1
にかほ市 14 東成瀬村 6
仙北市 48 県　計　５２２  

 

（２）温泉の保護 

① 許可等処理状況 

温泉を保護するとともに､その適正利用を図

るため、温泉法に基づく許可等の処理状況は

表６のとおりです｡ 

 

表６ 温泉法に係る許可状況調べ（過去５年間） 

年度

区分 
１４ １５ １６ １７ １８

掘削 ６ ５ １２ ４ １０

増掘 ０ ０ ０ １ ０

動力装置 ３ ３ ９ ３ １

温泉利用 ３４ ３１ ７５ ７３ ４８

 

② 温泉保護地域等 

本県では、過去及び現在において、源泉相

互間の影響が現れている地域、近年に温泉の

水位、温度の低下等の衰退現象が見られる地

域を温泉保護地域として定め、掘さく、増掘

等の規制を行っています。 

また、全県的な温泉の保護及び利用に必要

な措置を講ずるため秋田県温泉保護対策要綱

を定め、温泉の恒久的な保護と適正利用の推

進を図っています｡ 
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③ 国民保養温泉地 

温泉の公共的利用増進のため、温泉利用施

設の整備及び環境の改善が必要な地域である

八幡平温泉郷、田沢湖高原温泉郷、秋ノ宮温

泉が国民保養温泉地として定められています。 

 

④ 地熱開発地域環境調査 

地熱開発の周辺既存温泉への影響等を調査

するため、次の調査を毎年継続的に実施して

います。 

（調査対象） 

八幡平地域５源泉(昭和 52 年度から) 

小安･秋ノ宮地域９源泉(昭和 53 年度から) 

玉川地域１源泉（平成２年度から） 

（調査時期）年３回（５月、８月、10 月） 

（調査項目）11 項目 

（調査機関）県健康環境センター 

 

 

 
地熱開発地域影響調査（八幡平地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 自然とのふれあいの確保 

１ 自然公園の保護と整備 

（１）自然公園の指定状況 

本県には、十和田八幡平国立公園をはじめ

鳥海・栗駒・男鹿の３つの国定公園と田沢湖

抱返り県立自然公園等８つの県立自然公園が

あり、県内の代表的な山岳、渓谷、海岸等の

景勝地12箇所が自然公園として指定されてい

ます。その合計面積は 129,301ha で、県土の

約 11％を占めています。 

自然公園内においては、公園の保護及び利

用のための規制又は施設に関する公園計画を

定め、この計画に基づいて風致景観及び自然

環境の保全と、適正な公園利用の推進を図っ

ています。 

なお、各自然公園の概要は表７のとおりで

す。
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表７ 自然公園の概要 

国有地 公有地 私有地

十和田八幡平
国立公園

S11.2.1
(S31.7.10)

鹿角市、小坂町
仙北市(八幡平地区追加)

26,789 1,501 24,921 367 25,823 610 356 －

鳥海国定公園 S38.7.24
由利本荘市
にかほ市

16,372 － 15,834 － 9,472 4,537 1,825 538

栗駒国定公園 S43.7.22 湯沢市、東成瀬村 23,207 3,158 20,049 － 21,978 639 590 －

男鹿国定公園 S48.5.15 男鹿市 11,534 160 7,923 73 2,199 1,972 3,985 3,378

小計 77,902 4,819 68,727 440 59,472 7,758 6,756 3,916

田沢湖抱返り
県立自然公園

S35.4.1 仙北市 7,477 － 6,186 1,291 5,881 212 1,384 －

八森岩館
県立自然公園

S39.7.16 八峰町 2,179 － 935 68 66 718 219 1,176

きみまち阪
県立自然公園

S39.7.16 能代市 599 － 543 56 67 86 446 －

森吉山
県立自然公園

S43.10.1 北秋田市 15,214 － 14,586 628 14,801 181 232 －

太平山
県立自然公園

S47.7.15
秋田市、五城目町
上小阿仁村

11,897 － 11,897 － 10,452 － 1,445 －

田代岳
県立自然公園

S50.1.11 大館市 1,855 － 1,855 － 1,855 － －

真木真昼
県立自然公園

S50.1.11 大仙市、美郷町 5,903 － 5,873 30 5,312 51 540 －

秋田白神
県立自然公園

H16.8.24 八峰町、藤里町 6,275 － 4,106 2,169 3,765 2,201 309 －

小計 51,399 － 45,981 4,242 42,199 3,449 4,575 1,176

合計 129,301 4,819 114,708 4,682 101,671 11,207 11,331 5,092

公園名 指定年月日 関係市町村名 面積 海域
特　　別

保護地区
特別地域 普通地域

土地所有別

 
 
（２）自然公園の保護と管理 

① 自然公園管理員 

自然公園の管理の充実のため20名の自然公

園管理員を配置しています。自然公園管理員

は、自然公園を巡回し、高山植物の盗採等違

反行為の防止、施設の維持管理や公園利用者

のマナー指導等の業務を行っています。 

また、高山植物の盗採の多い夏期には、八

幡平、駒ヶ岳、栗駒山地区において、岩手県、

地元市町村、森林管理署等とともに合同のパ

トロールを実施しました。 

なお、自然公園管理員の配置状況は表８の

とおりです。
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表８ 自然公園管理員配置状況                   （平成 19 年３月末現在） 

自然公園名 配置人員（人） 管理区域 関係市町村
八幡平 鹿角市・仙北市
玉川・焼山 仙北市
南八幡平 仙北市
川原毛・秋の宮 湯沢市
須川・焼石岳 東成瀬村
泥湯・小安 湯沢市
寒風山・五里合 男鹿市
真山・入道崎 男鹿市
鳥海・矢島 由利本荘市
象潟海岸・山岳部 にかほ市
田沢湖 仙北市
抱返り 仙北市

大仙市
美郷町

太平山北部 五城目町・上小阿仁村
太平山南部 秋田市
森吉 北秋田市
阿仁 北秋田市

田代岳県立自然公園 1 全域 大館市

きみまち阪県立自然公園 能代市
秋田白神県立自然公園 藤里町
八森岩館県立自然公園 全域
秋田白神県立自然公園 八森・峰浜

合計 20

1 八峰町

森吉山県立自然公園 2

1 二ツ井・藤里

1 全域真木真昼県立自然公園

太平山県立自然公園 2

田沢湖抱返り県立自然公園

3

3

2

2

2

十和田八幡平国立公園

栗駒国定公園

男鹿国定公園

鳥海国定公園

 
 

 

② 美化清掃活動等 

自然公園は主に山岳や海岸部に位置するた

め、効果的な清掃活動が難しく、各市町村と

もその対策に苦慮しています。このため、地

元に清掃団体を育成し、一部県及び関係市町

村がそれぞれ基準事業費の一部を負担して、

自然公園内における美化清掃活動を行いまし

た。県が清掃活動事業に補助を行っている清

掃団体は、表９のとおりです。 

なお、これらの団体とともに清掃活動の充

実と美化意識の向上を図るため、清掃登山等

のボランティア団体の育成や支援を行いまし

た。 

また、登山道の刈払い、各種標識類の整備

等を行い、利用者の安全の確保に努めました。 
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表９ 清掃活動事業費補助金交付団体一覧（平成 18 年度） 

公園名 補助事業団体名 関係市町村 設立年度 

(社)十和田湖国立公園協会 
鹿角市 

小坂町 
昭和 45 

八幡平を美しくする会  45 

八幡平支部 鹿角市 45 

十和田八幡平 

国立公園 

 
南八幡平支部 仙北市 48 

鳥海国定公園 鳥海国定公園を美しくする会 にかほ市 51 

湯沢市栗駒国定公園を美しくする会 湯沢市 55 

雄勝自然を美しくする会 湯沢市 平成 11 

栗駒を美しくする会 湯沢市 ９ 
栗駒国定公園 

栗駒国定公園を美しくする会 東成瀬村 12 

男鹿国定公園 男鹿を美しくする会 男鹿市 昭和 62 

田沢湖町山と湖を美しくする会 仙北市 50 田沢湖抱返り 

県立自然公園 田沢湖を美しくする会 仙北市 55 

真木真昼 

県立自然公園 
真木真昼県立自然公園を美しくする会 

大仙市 

美郷町 
56 

八森岩館 

県立自然公園 
八森の自然を美しくする会 八峰町 平成５ 

森吉山を美しくする会 北秋田市  森吉山 

県立自然公園 県立自然公園森吉山を美しくする会 北秋田市 ６ 

田代岳 

県立自然公園 
田代岳を愛する会 大館市 18 

合          計 

 

③ 許認可状況 

自然公園内においては、自然景観及び自然

環境の保全を図るため、保護計画に基づいて

公園区域を、特別保護地区、特別地域（第１

種特別地域、第２種特別地域、第３種特別地

域）、普通地域に区分し、公園内で行われる

各種行為について許可又は届出制度により規

制しています。 

なお、平成 18 年度の各種行為の処分状況は

図１のとおりです。 

また、国立公園においては、許可権限の一

部が国から県知事に委任されていましたが、

平成16年度からは全て国が処理することとな

っています。国定公園においては県知事が処

分権限を有しています。県立自然公園におい

ては、一部を除いて市町村長に処分権限を委

任しています。 
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図１ 平成 18 年度自然公園内の許可等処理状況 
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④ 特定民有地の公有地化 

県内の自然公園には、約 12 千 ha の民有地

が包含されていますが、このうち優れた自然

景観を有する地域や学術的に貴重な地形・動

植物等の分布する地域は、特別保護地区や第

１種特別地域に指定され、その保護保全が図

られています。 

これらの地域においては、私権との調整を

十分に図る必要があるため、必要に応じ県が

民有地を買上げ、土地の公有地化を図ってき

ており、その合計面積は 170ha 余りに達して

います。 

なお、これまでに土地の公有地化が実現し

ている地区は、表 10 のとおりです。 

 

 
表 10 特定民有地買上げ事業実績一覧       （平成 19 年３月末現在） 

年度 公園名 地区 保護計画 面積(ha) 事業費(千円)

５２ 男鹿（定） 寒風山 第１種特別地域 40.19 169,304 

５３ 男鹿（定） 寒風山 第１種特別地域 26.16 112,921 

５５ 男鹿（定） 寒風山 第１種特別地域 78.12 355,422 

５７ 男鹿（定） 戸賀・入道崎 第１種特別地域 21.60 106,547 

５８ 男鹿（定） 寒風山 第１種特別地域 7.91 37,196 

合     計 173.98 781,390 

 

 

 

（３）自然公園の利用 

① 利用状況 

自然公園内での適正な利用の推進を図るた

め、公園計画に基づいて利用のための各種施 

設の整備を図っており、それらの施設を活用

して、風景及び自然探勝、温泉利用、登山、

キャンプ、スキー等様々な公園利用がなされ

ています。その利用状況は表 11 及び図２のと

おりです。 

 

表 11 自然公園の利用状況 

（単位：千人）

平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年

国立公園(十和田八幡平) 3,950 4,141 4,152 4,065 3,863 3,585

国定公園 4,089 3,844 3,673 4,217 3,932 3,709

鳥海 1,225 1,121 924 913 871 849

栗駒 892 849 835 868 839 783

男鹿 1,972 1,874 1,914 2,436 2,222 2,077

県立自然公園 2,688 2,566 3,205 2,780 2,890 2,651

田沢湖抱返り 1,589 1,484 1,583 1,207 1,354 1,277

八森岩館 132 96 503 494 498 482

きみまち阪 458 444 475 178 177 179

秋田白神 261 237 231

森吉山 217 251 384 302 219 150

太平山 78 78 70 159 213 152

田代岳 48 46 28 29 34 29

真木真昼 166 167 162 150 158 151

10,727 10,551 11,030 11,062 10,685 9,945計

公園別　＼　年
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十和田八幡平 鳥海 栗駒 男鹿

田沢湖抱返り

八森岩館

その他6公園

十和田八幡平 鳥海 栗駒 男鹿

田沢湖抱返り

八森岩館

その他6公園

十和田八幡平 鳥海 栗駒 男鹿

田沢湖抱返り

八森岩館

その他6公園
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図２ 自然公園の利用状況 

 

② 利用者指導 

自然公園内における適正利用の普及・啓発

を図るため、様々な指導普及活動や自然探勝

路等の施設整備を行っています。特に、自然

保護及び自然公園思想の普及啓発を図る中心

的な施設として、ビジターセンター（博物展

示施設）等の整備に努めています。 

現在までに整備したビジターセンターは表

12 のとおりです。 

 

表 12 ビジターセンター一覧                 （平成 19 年３月末現在） 

公園名 地区名 整備年度 延床面積 建築主体 備考 

八幡平 平成 13 802 ㎡ 環境省  

玉川 平成 ９ 803 ㎡ 県  十和田八幡平国立公園 

駒ヶ岳 平成 17 512 ㎡ 県 H18 年６月開館 

鳥海国定公園 鉾立 昭和 60 378 ㎡ 県  

秋田白神県立自然公園 素波里 昭和 58 375 ㎡ 県  

 

（４）公園施設の整備 

自然公園の保護と適正な利用の推進を図る

ため、国の直轄及び交付金事業並びに県単独

事業により公園計画に基づく各種利用施設の

整備や既存施設の維持更新を図っています。 

なお、平成 18 年度における施設整備の概要

は表 13 のとおりです。 

 

薬師岳登山口公衆トイレ 



 - 27 -

表 13 平成 18 年度自然公園施設整備の概要 

公  園  名 施  設  名 施  設  内  容 

後生掛園地大沼歩道整備 木質舗装 412m2 丸太階段・木道 1 式

生出野営場整備 
炊事棟 2 棟 給水施設・野営場造成 1

式 
十和田八幡平国立公園 

玉川温泉公衆トイレ改修 公衆トイレ便器改修 

男鹿国定公園 真山神社駐車場整備 駐車場 1,182.2m2 防護柵 38.4m 

三崎園地防護柵修繕 防護柵 137ｍ 木質系舗装 20.47m2 

法体の滝休憩所改修 休憩所改修 １式 鳥海国定公園 

法体園地歩道橋修繕 歩道橋修繕 １式 

須川野営場整備 管理棟・炊事棟改修 1 式 
栗駒国定公園 

神室橋修繕 吊り橋修繕 ２橋 

森吉山県立自然公園 立川橋修繕 橋梁工修繕 １橋 

丸舞登山道整備 木橋等・木道工、  １式 

旭又沢橋整備 ＰＣ橋 １式 太平山県立自然公園 

弟子還沢橋整備 木橋等・木道工、  １式 

真木真昼県立自然公園 薬師岳登山口公衆トイレ 公衆トイレ １棟 

 

（５）東北自然歩道（新奥の細道） 

① 整備目的 

東北自然歩道は、東北のすぐれた風景地等

を巡るため、国の指定により東北６県にわた

って整備された歩道です。この歩道は、多く

の人々が四季を通じて手軽にかつ楽しくすぐ

れた風景地等を歩くことにより、沿線の豊か

な自然、歴史、文化にふれ、自然保護意識の

高揚を図ることを目的として整備されたもの

です。 

 

② 秋田県の概要 

県内の東北自然歩道は、にかほ市や由利本

荘市、秋田市、潟上市、男鹿市、三種町、能

代市、八峰町の海岸線沿いのコースや横手市、

大仙市、仙北市、美郷町の内陸部のコースな

ど 50 のコースがあり、その延長距離は、

799.2km におよびます。各コースとも始点、

終点はバス停などの公共交通機関の発着所と

なっており、１日で歩ける距離設定となって

います。 

にかほ市から由利本荘市にかけては日本海

沿いに整備され、芭蕉ゆかりの地を含むコー

スです。由利本荘市からは内陸部の横手に向

かい、さらに横手盆地の東端を北上し、田沢

湖から乳頭温泉に至る里山や渓谷を訪ねる道

が続きます。 

田沢湖からは東北の小京都といわれる角館

を通り、雄物川に沿って水を訪ねる道が秋田

市まで続き、さらに男鹿半島から能代山本地

方の海岸を歩く道が青森県境まで続きます。 

（主要経過地点） 

三崎公園－蚶満寺－観音潟－仁賀保高原－

望海の丘－西目海岸－二十六橋－石沢－桧

山峠－八塩山－三ツ森山－沼館橋－金峰山

－いこいの森－三貫堰－湧わく通り－仏沢

－大台－真木渓谷－回顧の滝－抱き返り渓

谷－蟹湯－潟尻－角館武家屋敷－小倉田－

八乙女公園－宝蔵寺－神宮寺嶽－太平山－

白糸の滝－高尾山－白根沢－国見山－大森

山－三吉神社－館山－出戸海岸－寒風山－

五社堂－本山－八望台－琴浜海岸－風の松
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原－檜山城跡－ポンポコ山－岩館海岸 

 

③ 路線概要 

 ・路線総延長 799.2 ㎞ 

幹線 49 路線総延長 527.8 ㎞ 

支線１路線総延長 7.2 ㎞ 

連絡路線（41 路線） 264.2 ㎞ 

・総事業費 約７億円 

・事業実施期間 

平成２年度から平成８年度まで 

（７か年） 

 ・路線の特徴 

今まで点的に利用されていた自然資源（観

光的価値のあるもの）・歴史・文化・施

設資源・レクリエーション施設地区・展

望地・温泉地・自然公園・ふるさと資源

（祭りやイベント等）等の各種資源を一

つのルートで結合し、１日で歩行可能な

距離（20 ㎞程度）のコースを単位として

構成しています｡ 

 

④ 関係市町村（12 市町村） 

にかほ市、由利本荘市、横手市、美郷町、

大仙市、仙北市、秋田市、潟上市、男鹿市、

三種町、能代市、八峰町 

 

２ 森林の総合利用 

心のゆとりやリフレッシュ、健康志向の高

まり、週休二日制など余暇時間の増大、環境

問題に対する関心の高まりなどに伴って、森

林をエリアとしたレクリエーションや野外活

動、さらには、自然観察会などのエコツアー

がブームになるなど、森林に対するニーズが

多様化してきている中で、森林のもつ保健休

養などの機能を活用した県民の森やキャンプ

場などの森林総合利用施設の整備を進めてい

ます。これらの施設は豊かな資源を活用した

観光・レクリエーションの場として、地域活

性化にも寄与しています。 

また、植樹祭、森林祭、「緑の募金」街頭

キャンペーンなど各種の緑化推進運動を通じ

て県民と森林とのふれあいの強化を図ってい

ます。 

森林を利用した総合施設の整備状況は表14

のとおりです。 

 

表 14 森林総合利用施設の整備状況 

（平成 19 年３月末現在） 

名 称 箇所 摘 要 

いこいの森 47  

立県百年の森 1 能代市 

森林総合利用 40
林業構造改善事業

森林空間総合整備

生活環境保全林 41 治山事業 

県民の森 1 仙北市 

樹園地 3
鹿角市、秋田市 

仙北市 

学習交流の森 1
学習交流館場内 

（秋田市） 

体験の森 1
ぶなっこランド内 

（八峰町） 

合 計 135  

 

 

県民の森（仙北市） 
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第３節 農地、森林、沿岸域の環境保全機

能の維持・向上 

１ 環境と調和した農業の推進 

近年、地球規模での環境問題が取り上げら

れており、大気、水、土壌等の自然生態系と

の関わりの中で営まれている農業においても、

環境への負荷の低減が重要な課題となってい

ます。 

農業は、水資源のかん養、洪水の調節など

の県土保全、有機物などの土壌還元による生

態系の保持などに大きな役割を果たしていま

す。 

また、消費者の関心は、｢安心して食べるこ

とのできる農産物へ｣と変化してきています。 

こうしたことから、これからは、農業の有

する自然循環機能を生かすとともに、環境へ

の負荷をできるだけ軽減するなど、環境と調

和した農業を推進していく必要があります。 

このため、県では、平成 11 年７月に制定さ

れた「持続性の高い農業生産方式の導入の促

進に関する法律（持続農業法）」、「家畜排

せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関す

る法律」に基づき、県の指針や計画を策定し、

農業者等への啓発・普及を図りながら、環境

と調和した持続性の高い農業を積極的に推進

していくこととしています。 

 平成 12 年度からは、持続農業法に基づき、

土づくり、減化学肥料、減農薬など環境に配

慮した農業生産方式に取り組む農業者を知事

が認定する「エコファーマー」制度が開始さ

れました。 

エコファーマーマーク 

平成18年度は842人のエコファーマーが認

定され、平成 19 年３月 31 日現在の認定者数

は 1,306 人です（表 15）。 

 

表 15 エコファーマー認定者 

（平成 19 年３月末現在） 

＜認定年度別＞ ＜作物別＞
年　度 人数（人） 作     物 人数（人）

平成１４年度 1 水     稲 724

１５ 104 野菜(葉) 123

１６ 178 野菜(果) 424

１７ 181 野菜(根) 12

１８ 842 果     樹 3

合　計 1,306 豆     類 4

い も 類 14

花     き 2

※認定期間は５年間 合　計 1,306  

 

なお、あきた 21 総合計画で「環境と調和す

る持続性の高い農業の推進」という施策目標

を掲げ、平成 22 年度までに 47 のＪＡ生産部

会が集団として、丸ごとエコファーマー認定

を受けるよう計画的に推進しています。 

また、有機物の積極的な活用による土づく

りを基本にして、過度の化学肥料や化学農薬

等に頼らず、これを効率的に利用し、環境へ

の負荷をできるだけ軽減した農業を全県的に

定着させていくため、持続性の高い農業の展

開に係る県の基本的な考え方を提示し、環境

に配慮した栽培技術に関する情報を提供する

とともに、県内各地でその実証展示を行って

います。 

使用済みの農業用ビニール等については、

地域ぐるみの問題として取り上げ、県内全市

町村で組織的回収が実施されているほか、資

源の有効利用を図るためサーマルリサイクル

やマテリアルリサイクルへの取り組みも進ん

でいます。 

さらに、消費者ニーズの高い有機農産物な

どを生産するため、堆肥供給施設の設置など

条件整備の事業も計画的に実施しています。 
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２ 森林の保全 

森林は、木材の生産・販売といった経済的

な機能のほか、水源のかん養や土砂崩壊の防

止、保健休養などの公益的機能を有していま

す。特に近年は公益的機能について県民の関

心が高まっているほか、地球温暖化という側

面からも注目されています。 

本県は、森林の面積が 82 万１千 ha（県土

面積の 71％）、蓄積が１億５千万ｍ3 となっ

ているなど、全国でも有数の森林県であり、

特にスギ人工林の面積は全国１位となってい

ます。 

概要は表 16 のとおりです。 

 

表 16 森林の概要 

（平成 19 年３月末現在） 

（単位：面積千 ha・蓄積千㎥） 

蓄 積 
区 分 面積 

総 数 針葉樹 広葉樹

国有林 375 51,174 26,704 24,470

民有林 446 94,992 69,670 25,321

 

 

 

針広混交林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
豊かな広葉樹林 

 

 

間伐の行き届いたスギ人工林 

 

（１）林地開発 

林地開発許可制度は、林地の適正な利用を

図ることにより、森林の持つ公益的機能を維

持することを目的としています。近年、国民

生活や経済活動の高度化に伴い森林を保健休

養の場として利活用することに対し県民の期

待が高まるとともに、林業・山村側からも森

林を多面的に利用して地域の活性化を図る動

きがありますが、環境問題・水問題などへの

懸念も出てきています。このような森林の利

用と環境保全との調整を図るため、本制度の

適正な運用に努めています｡ 

最近の許可状況は表 17 のとおりです。 
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表 17 林地開発の許可状況 

（上段（　　）書きは件数、下段は面積・単位ha）

総 数

工
場
事
業
場

用
地
の
造
成

学
校
博
物
館

用
地
の
造
成

公
園
・
運
動
場

等
の
造
成

住
宅
用
地

の
設
置

別
荘
地
の

造
成

ゴ
ル
フ
場
の

造
成

レ
ジ

ャ
ー

施
設

の
設
置

農
用
地
の

造
成

土
石
の

採
取

道
路
の
新
築

又
は
改
築

そ
の
他

(55)
 386

(2)
   18

(1)
 4

(5)
 24

(2)
   59

(1)
 81

(2)
　4

(25)
  100

(14)
  90

(3)
 6

(44)
361

(5)
11

(2)
22

(3)
17

(1)
2

(1)
5

(19)
132

(11)
159

(2)
13

(43)
  280

(2)
21

(5)
   66

(2)
6

(19)
 144

(11)
29

(4)
14

(45)
  469

(13)
  267

(1)
2

(19)
 102

(12)
98

(40)
515

(5)
263

(2)
20

(1)
3

(17)
156

(12)
64

(3)
9

(32)
397

(1)
1

(2)
3

(15)
86

(8)
43

(6)
264

(26)
272

(3)
24

(1)
38

(1)
23

(15)
106

(5)
72

(1)
9

(24)
249

(2)
13

(12)
97

(8)
119

(2)
20

(20)
169

(2)
4

(1)
1

(12)
124

(3)
13

(2)
27

適用
(14)
148

(1)
2

(12)
124

(1)
22

適用外
（協議）

(6)
21

(1)
2

(1)
1  

(3)
13

(1)
5
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（２）保安林 

本 県 の 保 安 林 面 積 は ､ 民 有 保 安 林 が

86,502ha、国有保安林が 364,371ha で併せて

450,873ha となっており、全森林面積の 55％

を占めています｡ 

保安林は、水源のかん養や山地災害の防止、

保健休養等、公益的な諸機能を持っており、

県民の安全な暮らしを守るため、計画的な保

安林の整備を図っています。日本の自然百選

の一つである能代市の「風の松原」は飛砂防

備保安林に、日本の名水百選となっている美

郷町の「湧水群」の源は水源かん養保安林に

それぞれ指定されています。 

保安林の概況は表 18 のとおりです。 

 

表 18 保安林の概況                             （平成 19 年３月末現在） 

（単位：件・ｈａ）
保安林種別 総     数 水源かん養保安林 土砂流出防備保安林 土砂崩壊防備保安林

所有形態 箇 所 面 積 箇 所 面 積 箇 所 面 積 箇 所 面 積

民 有 林
(134)
2,506

(4,052)
86,502

475 58,835 847 19,963 606 894

国 有 林
(54)
328

(29,180)
364,371

201 333,025
(9)
74

(4,556)
26,803

(1)
2

(18)
93

保安林種別 飛砂防備保安林 保健保安林 その他

所有形態 箇 所 面 積 箇 所 面 積 箇 所 面 積

民 有 林 100 1,720
(132)

1
(4,035)

2
(2)

477
(17)

5,088 （　）は兼種保安林 

国 有 林 14 730
(41)
13

(24,378)
1,083

(3)
24

(228)
2,637  
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（３）松林の保全 

本県の海岸線263kmには、飛砂防備や防風、

保健休養の面で重要な役割を果している松林

が広がっており、この県民共有の財産を守る

ため、松くい虫被害の沈静化に努めています。 

しかし、昭和 57 年に旧象潟町で初めて松く

い虫による被害が確認されてから次第に被害

地域が拡大し、平成 17 年度には 22 市町村に

及んでいます。 

また、平成 18 年度の被害量は、26,300ｍ3

で近年減少傾向にありますが、沈静化には至

っておらず、依然として予断を許さない状況

にあります。 

松くい虫による被害状況は図３のとおりで

す。 
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図３ 松くい虫被害の推移（民有林） 

 

（４）林野火災の防止 

林野火災については、県民に対する予防思

想の普及・啓発に努めるとともに、火災被害

を最小限に抑えるため空中消火体制を整備し

ています。 

平成 18 年の火災発生状況は、前年より８件

減少し 16 件の発生で、被害額は 1,062 千円と

なっています。過去２年の被害額は、それ以

前に比べて大幅に減少しています。 

林野火災の状況は表 19 のとおりです。

 

表 19 林野火災の状況 

（単位：ha、千円）
総数 たき火 たばこ 火入れ その他

件数
被害
面積

損被害
件数

被害
面積

損被害
件数

被害
面積

損被害
件数

被害
面積

損被害
件数

被害
面積

損被害

H９年 65 14 6,973 13 2 428 4 0 － 15 2 2,093 33 10 4,452

H10年 31 6 3,287 4 1 148 1 0 － 6 1 1,428 20 4 1,711

H11年 71 15 6,116 20 4 702 5 2 2,018 11 2 931 35 7 2,465

H12年 36 8 1,333 6 1 355 3 0 30 2 1 160 25 1 788

H13年 83 137 64,528 12 5 2,451 7 8 792 12 14 4,580 52 110 56,705

H14年 48 20 25,652 6 3 7,065 5 2 6,963 4 2 1,142 33 13 10,482

H15年 43 23 11,144 6 12 5,455 3 0 177 9 4 992 25 7 4,520

H16年 32 109 33,113 4 2 2,337 2 0 793 4 103 27,620 22 4 2,363

H17年 24 1 1,407 2 0 134 － － － － － － 22 1 1,273

H18年 16 72 1,062 2 0 － 1 0 11 － － － 13 71 1,051

年度
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（５）森林の多様な機能の発揮 

森林については、「資源の循環利用林」、

「水土保全林」、「森林と人との共生林」を

森林整備の基本方向として、自然条件や役割

に応じた森林づくりを目指すとともに、北東

北３県の連携による「緑のグランドデザイン」

に基づき、生物多様性を保全する「緑の回廊」

を設定し、森林の持つ多様な機能の維持・管

理を図ります。 

また、将来にわたり豊かな水と緑に囲まれ

た秋田を創造していくため、平成 15 年４月に

「水と緑の条例」を施行し、その趣旨に沿っ

て、秋田の豊かな自然や風景を守り育むこと

の大切さを県民の方々に深く理解していただ

くための方策や、自然環境の保全のための様々

な取組について、長期的な方向を示す「水と

緑」の基本計画を策定しました。 

この計画に基づいて、息の長い県民運動を

展開し、生態系のバランスが保たれた美しい

「水と緑の秋田県」の実現に向けて取り組ん

でいます。 

 

 

生物多様性の確保のため、広葉樹を尾根部に残した森林 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 自然環境に配慮した漁業施設の整備 

（１）漁港周辺の環境状況 

漁港は水産物の陸揚げ、出漁準備、休憩及

び台風等からの避難の場といった機能を併せ

持ち、これらの機能を発揮するために備える

べき第一の条件は、港内の波浪を最小限に抑

えて静穏を保つことです。しかし、静穏を求

めるあまり、漁港内外の海水交流が抑制され、

港内の水質悪化が問題となる場合があります。 

また、漁港周辺には漁業生産上重要な岩礁

域が広がり、この岩礁域には小型の海藻類を

はじめとしてホンダワラ類等の藻場が分布し、

アワビやウニなどが生息しており、大切な漁

場として地域の漁業者に利用されています。

また、本県の重要な水産資源であるハタハタ

の産卵場でもあり、多くの魚種にとっての稚

仔魚の生育の場としても重要な機能を持って

います。 

このため、漁港の整備計画では、防波堤の

設計に際して外海水の交流を促進し、港内を

清浄に保てる構造にすることや、埋め立てな

どにより失われる岩礁域の機能を回復すると

ともに、漁場への影響を最小限にする自然と

調和した漁港づくりが求められています。 

 

（２）事業の目的 

漁港整備事業では、これまでも周辺環境と

の調和に努めてきましたが、今後とも環境保

全への要請に的確に対応し、また「資源管理

型漁業」の推進により良好な資源水準を維持

しながら沿岸域を有効に活用していくため、

自然環境との調和や周辺環境への影響を緩和

する構造物、工法などの採用を積極的に推進

します。 

この事業は次の流れで進められています。 
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（３）実施状況 

平成18年度末現在の実施状況は次のとおり

です。 

○金浦漁港（にかほ市） 

 

事業主体：秋田県 

事業目的：磯根資源（アワビ・イワガキ）へ

の影響の緩和及び海水交流

（中間育成水面）の促進 

対象施設名：防波堤（Ａ）、防波堤（Ｂ） 

工法：潜堤付き孔空き防波堤 

 

○八森漁港（八峰町） 

 

事業主体：秋田県 

事業目的：ハタハタの産卵場所となる藻場

への影響の最小化及び新たな

産卵藻場の確保 

対象施設名：護岸、防波堤 

工法：離岸式消波工の防波堤 

 

 

岩館漁港（八峰町） 

 

 

岩館小入川ハタハタ増殖場（フシスジモクと卵塊） 

周辺環境等の調査 

・周辺環境調査 

・工法の検討 

海水交流の促進・水質の保全 

・海水交流機能を有する防波堤の整備 

周辺の自然環境等に配慮した漁港施設の整備

・水産動植物の生物、繁殖が可能な防波堤、

護岸等の整備 

整備後の追跡調査の実施 

・採用した構造、工法の適用性の検証、実施

前後の比較等を行い、事例の収集、技術的

知見等の蓄積を図る。 



 - 35 -

第４節 快適環境の確保 

自然と人とが共存できる社会構築の一環と

して、緑が身近に感じられる、①快適な都市

環境を確保・創出するとともに、県民の心の

よりどころとなる②自然景観、歴史的・文化

的遺産の保全を行うなど、快適環境の保全・

創出のための施策を行っています。 

１ 快適な都市環境の確保・創出 

（１）都市公園の整備 

近年、都市再生の必要性の高まりとともに、

その都市構造改善の基幹となる身近な緑とオ

ープンスペースの保全と創出が求められてい

ます。 

このことから、快適な生活環境やスポーツ・

文化活動の場を提供すると同時に、災害時の

避難場所、大気汚染やヒートアイランド現象

等の緩衝地としての機能を持つ都市公園の整

備を進めています。 

本県の都市公園の整備状況は、平成18年度

末で546箇所、1,441haで、都市計画区域人口

一人当たりの公園面積は18.0㎡となっていま

す。 

 

（２）河川・海岸の環境整備 

近年、河川の環境に対する要請は、都市化

の進展や生活活動の拡大など様々な社会状況

の変化により多様化してきています。この地

域社会の要請にこたえるため河川環境管理基

本計画に基づき、次の事業などにより河川・

海岸の環境保全と創造に努めています。 

① 多自然川づくり 

生物の生息・生育環境や地域の景観等へ配

慮し､自然環境を保全あるいは創出する「多自

然川づくり」を各河川整備で実施しています｡ 

たとえば、河川整備に伴い、瀬と淵の保全

や護岸の緑化等を実施することにより、魚介

類の生息・産卵場所の保全や植物が復元でき

る水辺空間を創出します｡ 

また、平成２年度からは、多自然川づくり

の基礎資料となる「河川水辺の国勢調査」に

より、魚介類の生育調査を実施しています｡ 

 

 

瀬と淵を保全し動植物の生息に配慮（芋川） 

 

② 河川環境整備事業 

河川やその自然環境に親しむため、河川公

園・広場などのレクリエーション施設を整備

しています。皆瀬川（湯沢市）で実施中です｡ 

 

カヌーで賑わう斉内川 

 

③ 海岸環境整備事業 

海岸の安全なレクリエーション空間の保全

や、波浪による侵食被害を防止するとともに、

環境、景観、親水性に配慮した護岸整備や人

工リーフの設置をしています。琴浜海岸（男

鹿市 旧若美町）で実施中です。 
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海水浴客で賑わう琴浜海岸（宮沢海水浴場） 

 

（３）生活環境保全林の整備 

県民が安全で安心して暮らすため、森林の

担う役割は大きくなっています。特に森林は

最も身近なやすらぎや潤いを与える場所とし

て期待されています。 

このため、都市周辺の森林において、国土

保全機能や水源かん養機能の向上を図りなが

ら保健休養機能やレクレーション機能などの

森林の公益的な機能を総合的に発揮すること

ができる森林（生活環境保全林）としての整

備を積極的に進めています。 

本県の整備状況は、平成 18 年度末で箇所数

は 41 箇所、面積は 1,780ha となっています。 

 

２ 自然景観、歴史的・文化的遺産の保全 

（１）景観の保全 

本県の豊かな自然に恵まれた景観やのどか

な風景を守り、心のなごむ県土を将来に引き

継ぐために、「秋田県屋外広告物条例」や「秋

田県の景観を守る条例」を制定し、これらの

条例に基づき規制や指導を行い、地域特性に

応じた良好な景観の保全・創出を推進してい

ます。 

 

表 20 秋田県の景観を守る条例に基づく届出件数 

年度 件数 年度 件数
平成６ 93 平成13 54
平成７ 97 平成14 28
平成８ 112 平成15 64
平成９ 109 平成16 55
平成10 88 平成17 75
平成11 68 平成18 106
平成12 60 合計 1,009  

 

 

 

図４ 過去８年間の届出状況の推移について（H11～H18） 
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（２）歴史的・文化的環境の保全 
 
 
 

天然記念物獅子ヶ鼻湿原植物群落
緊急調査の様子

史跡伊勢堂岱遺跡
調査指導委員会現地指導の様子

 
図５ 平成 18 年度事業内容及び対象文化財等 

県は地域住民が日ごろ大切にし、郷土の

誇りとしている由緒ある史跡や建造物、町

並みなどを保存し、歴史的・文化的遺産と

心豊かな生活を求める県民のふれあいの

場、地域学習の場として活用できる歴史的

環境の整備と自然環境の保全のため、平成

18年度は図５のような事業を実施しました。
して次の世代に継承して

いくために、「文化財保

護法」や「秋田県文化財

保護条例」に基づいて、

文化財の指定や保護を進

めています。 
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第５節 環境美化への取組 

県では、住みやすく公園のように美しい秋

田を目指して、市町村と連携し、県民参加型

の美化運動の推進に取り組みました。 

１ 美しいふるさとづくり運動の気運の醸成 

（１）あきた・ビューティフル・サンデー 

平成 14 年度から、４月第２日曜日を「あき

た・ビューティフル・サンデー」、４月を「あ

きた・クリーン強調月間」と定め、雪解け後

の身近な場所のクリーンアップを呼びかけま

した。 

【平成 18 年度の参加者】 

4／9（第２日曜日） ４月中 

約 70,200 人 約 137,500 人

 

（２）ポイ捨て禁止条例普及啓発 

平成 13 年４月から施行された「秋田県空き

缶等の散乱の防止に関する条例（通称：ポイ

捨て禁止条例）」に基づき、環境美化に対す

る意識の啓発を図るため、啓発グッズの配布

等広報活動を行いました。 

また、空き缶等散乱防止強調週間（５／30

～６／５）やあきたエコ＆リサイクルフェス

ティバルに合わせてポイ捨て禁止キャンペー

ンを実施しました。 

 
ポイ捨て防止キャンペーン 

 

 

 

 

 

２ 全県的な環境美化活動の輪づくり 

（１）みんなでクリーンアップ作戦 

県職員が地域貢献活動として、また、環境

美化のための率先行動として、年３回庁舎周

辺のクリーンアップを行いました。 

このほか、平成 19 年は秋田わか杉国体開催

年にあたることから、「めざせ国体クリーン

アップ作戦」として、国体会場周辺や身近な

地域のクリーンアップを呼びかけました。 

 

【平成 18 年度のクリーンアップ】 

・５月 30 日 

 ごみゼロの日クリーンアップ作戦 

・各地域の夏祭りに合わせて実施日を設定 

 夏祭り直前クリーンアップ作戦 

・９月 29 日 

 めざせ国体クリーンアップ作戦 

 

（２）あきたクリーンパートナー登録制度 

県内で環境美化活動に取り組んでいる５人

以上の団体等（住民団体、町内会、学校、企

業等）を「あきたクリーンパートナー」とし

て登録し、清掃活動に必要な物品等を提供す

る制度を平成 18 年度から実施しています。 


